
地域防災計画の改訂について【概要版】
地域防災計画とは・・・

地震、津波、風水害などの様々な災害から、地域住民の生命、身体、財産を保護することを目的
として地方自治体の防災会議が策定する計画です。

災害対策基本法（抜粋）
第42条 市町村防災会議は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に
検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。

改訂の目的

令和３年３月に改訂されて以降、改訂が行われておらず、その間の国の防災基本計画や沖縄県地域防災計画の改
訂内容、本市の組織改革等が反映されていないため、改訂する必要がある。

主な改訂内容

市独自

❏レイアウトの変更
文章全体の体裁を整えるとともに、各編の色分けや読みやす
さを意識したレイアウトへ変更しました。

❏情報の更新
国勢調査人口など各種データについて、最新のものに更新す
るとともに、情報を補足するなど古い情報の更新を行いました。

❏用語の説明の充実
防災関連用語の説明を１編の冒頭に追加しました。

❏組織の再編
対策部の名称等、組織の再編を行いました。

国・県の改訂を踏まえた改訂

❏構成の変更
地震・津波編と風水害等編に記載されていた「災害予防計
画」を共通の項目として「１編」に移設し、同編を「１編 共
通編」としました。

❏県地域防災計画との整合
沖縄県地域防災計画の記載内容との整合性を取りました。

❏法改正等を踏まえた内容の追加
物資の備蓄状況の公表に関すること、車中泊や在宅避難に関
すること、復興事前準備の推進、災害用井戸・湧水等の活用に
よる代替水源の確保等の内容を追加しました。
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レイアウトの変更と情報の更新の一例

旧

新

最新の情報を追加
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用語の説明の一例 組織再編の一例

➢現在の部課を反映
➢関係課と１つの対策班を編成
➢フェーズに応じた所掌事務に整理
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構成の変更

旧 新

災害別で記載されていた「災害予防計画」を共通の計画とし
て「第１編」に集約し、同編を「第１編 共通編」とした。
※沖縄県地域防災計画と同じ構成

…
…

名称変更
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県地域防災計画との整合の一例
旧

新

県や各団体の活動内容を
明記することで、医療救
護の実施内容をより具体
的にイメージしやすくな
る。

県の計画

従来は、「市の活動」に関
する記載しかなかった。

県計画の記載内容と整合性
を取った改訂
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法改正等を踏まえた内容追加の一例

○物資の備蓄状況の公表に関すること （第１編 第３章 第４節 第２款（P82）に記載）

令和７年７月に災害対策基本法が改正され、第49条第２項に「備蓄状況の公表義務」が規定されたことに伴
い、地域防災計画にも記載

○車中泊や在宅避難に関すること （第１編 第３章 第４節 第３款（P91）に記載）

令和６年６月に「車中泊や在宅避難に関する手引き」が策定されたことに伴い、地域防災計画にも記載

○復興事前準備の推進 （第１編 第２章 第３節（P34）と第１編 第３章 第４節 第３款（P93）に記載）

令和５年７月に「事前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン」が策定され、令和７年７月に防災基本
計画に記載されたことに伴い、地域防災計画にも記載

○災害用井戸・湧水等の活用による代替水源の確保 （第１編 第３章 第２節 第５款（P55）に記載）

令和７年３月に「災害時地下水利用ガイドライン」が策定され、同年７月に防災基本計画に記載されたことに
伴い、地域防災計画にも記載

○災害救助法関係様式の整理 （資料編 資料14-17（P424～473）に記載）

令和７年11月に改訂された「災害救助法による救助の実施について」に記載の様式を反映


